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１．はじめに
　近年，インターネット利用がますます広く社会
に普及している。総務省の調査（総務省2010）に
よれば，2010年末のインターネット利用者数は，
2009年末より54万人増加して9,462万人（対前年
比0.6％増），人口普及率は78.2％（前年から0.2ポ
イント増）となっている。個人の世代別インター
ネット利用率は，13歳～49歳までは９割を超え，
60代以上の世代の利用率も前年より伸びている。
これにより，従来であれば時間的・地理的制約に
よって出会うことの無かった人たちがインター
ネット上で出会い，ある共通の関心や絆を通じて
つながり合う機会が生じている。こうして出来上
がったインターネット上のコミュニティ，「ネッ
ト・コミュニティ」は，従来のリアル・コミュニ
ティから「地域性」という制約をとり除き，さら
に電子コミュニケーションならではの新たな特徴
や機能を備えている（森田　2005）存在とされ
る。
　今日ネット・コミュニティが登場することで，
企業と消費者の関係にも新しい形が生じつつあ
る。地理的な場の制約を受けないネット・コミュ
ニティは，従来であれば消費者との直接の接点を
持つことが難しかった企業であっても，消費者と
接することができる場を作り，企業－消費者間の
相互関係を構築することを可能にした。
　金森・木村（2003）によれば，ネット・コミュ
ニティ利用は日本の全人口の14～15％程度，うち
商品やサービスの情報収集に利用している者が８
～９％，実際の購買に利用している者が６％程度
である。このように全人口の１割前後が何らかの
形でネット・コミュニティを通じて商品・サービ
スと接触しており，今後はさらに利用者が増加す
ることが見込まれていることから，企業にとっ
て，ネット・コミュニティの重要性は今後も増し

ていくものと考えられる。

２　本研究の問題意識と目的
　企業が消費者との接点の場としてネット・コ
ミュニティを利用する形の一つとして，消費者と
共同で製品開発を行おうとするものが存在し，そ
の特徴として以下が上げられる。
・従来のマーケティングリサーチにおけるアン

ケート調査とは異なり，企業－消費者間相互の
やりとりは一定期間，複数回に渡って行われる。

・消費者からの情報提供に対し，謝礼の提供は必
ずしも行われない。

・地理的制約のないインターネットを通じて，多
数の消費者が参加することができる。

・対して，実際に製品化できる数は限られており，
意見・アイデアの集約や選別が不可避である。

　つまり，「自身が持つ製品のアイデアや生活情
報を複数回，企業側に伝えたが，それに対して直
接の謝礼を受けることはない。さらに将来，自身
の提供した情報が反映された製品を得られる保証
もない」という状態が生じる。それにもかかわら
ず，これらのネット・コミュニティでは，非常に
熱心にアイデア提供や投票等の活動を行う消費者
が存在するという（山下・古川　2002）。彼らは
なぜ，熱心に活動を行うのだろうか。
　また，こうした消費者参加型製品開発ネット・
コミュニティで開発された製品は，そうでない製
品に比べてコミュニティ会員からの購入意向が高
まったという例が報告されている（西川　2004）
など，「製品開発活動に関わる」という経験は消
費者のその後の行動に影響をもたらしていると見
られる。では，より積極的に製品開発活動に関
わった人ほど，購入意向は高いのだろうか。
　ネット・コミュニティを利用した消費者参加型
の製品開発では，製品が実際に発売されないこと
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業の介入，いわゆる「商売色が強い」状態が生じ
ることは，コミュニティの存続を脅かすとし，そ
れを裏付ける形で実際の事例を紹介している。
　また池尾（2003）も，企業主宰のコミュニティ
であっても，企業による過度の介入はネット・コ
ミュニティ自体の情報源としての魅力と有効性を
低下させてしまうとして，企業がネット・コミュ
ニティ上の消費者に関与することの難しさを指摘
している。
　石井・厚美編（2002）が指摘するように，参加
者が発言すること，さらには参加者同士のコミュ
ニケーションが連接して行くことがネット・コ
ミュニティを成長・存続させるものであるなら
ば，運営者にとって「なぜ彼らはネット・コミュ
ニティ上で発言するのか？」という，その理由を
解明することが重要となってくる。ネット・コ
ミュニティにおいて，なぜ参加者が自身の持つ情
報や資源，サポートをコミュニティ上に提供する
のか，その動機についての様々な研究が行われて
きた。宮田（2005）は Kollock（1999）をはじめ
とする先行研究を紹介する形で，人々がネット・
コミュニティへの情報，資源提供を行う動機とな
る要因として，以下の六つがあるとしている（表
３－１）。

３－２�　企業とコラボレーションを行う消費者に

関する研究

　濱岡（2007a）によれば，ユーザー・イノベー
ション研究の分野において，製品開発に参加し企
業に対しイノベーション情報を提供するユーザー

も多い。自身が関わった製品開発において，開発
された製品の発売という経験をできなかった場合
に，消費者はそれをどう感じているのか。製品開
発活動に関わるという経験をしたが，それが投影
されるべき製品が存在しない場合，どこへ投影さ
れるのだろうか。
　以上のような問題意識を元とし，本研究の目的
を以下の２点に置く。

（1 ）製品開発ネット・コミュニティにおいて，消
費者側が企業に対し自身の情報を無償提供する
理由の解明

（2 ）製品開発ネット・コミュニティにおいて，消
費者側が企業に対し自身の情報を提供する頻度
及び理由と，製品購入意向との関係を明らかに
する。

３．先行研究
３－１�　ネット・コミュニティの基本的構造及び

特徴について

　石井・厚美編（2002）は，複数のネット・コ
ミュニティを対象とした事例研究を行うと共に，
その形成プロセスについての理論構築を行ってい
る。それによると，ネット・コミュニティは参加
者間のコミュニケーションの連接により成長・存
続が可能である一方，その規模が拡大するにつれ
利用者間の関係の複雑化し，深刻な意見の対立が
生じやすくなる他，目的や関心の共有化を図るこ
とが難しくなり，主宰者による制御を必要とす
る。しかし，過度な制御はコミュニティの自由度
や遇有性を制限してしまう恐れがあり，中でも企

表３－１　ネット・コミュニティ上に情報・サポートを提供する要因

要　　因 概　　要
一般化された互酬性への期待 自分が情報を提供することと引き替えに有効な情報や手助けを得られるだろうこ

と期待して，価値ある情報をコミュニティに提供するよう動機づけられる。
ネット・コミュニティへの愛着や関与 「コミュニティの一員」「同じ仲間」という意識がコミュニティでの協力行動や発

言を促進する。
他者への共感的関心 友人や血縁関係にある人や，何らかの点で自分に似ている人により共感し，一体

感を感じることで，資源を提供しようとする。
アイデンティティの表出 自分の評判を高めたい，尊敬されたい，地位を獲得したいという動機づけ。オン

ライン上で貢献することがコミュニティのメンバー全体に見え，それが認められ
る限りにおいて，コミュニティでの自分の地位を高めたいという動機づけが高め
られ，ネット・コミュニティへの貢献が増大する。

自己効力感 自分が環境に何らかの効果を及ぼしたという感覚を得るために価値ある情報を提
供する。

コンサマトリー性 活動のおもしろさや，「他の人と一緒に何かを考えだすのが楽しい」という動機。
ネット・コミュニティ上の協力行動は「（情報や資源を）提供すること自体を楽し
む」，というコンサマトリー性の行動と位置付けることができる。

出所：宮田（2005）81-84頁をもとに筆者作成
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のか，という点について言及している。それは自
らが製品開発に関わっているのだと実感できるこ
とであり，その体験は他メーカーの製品に求める
ことは不可能に近く，貴重なものであることか
ら，単に同じ製品を店頭で見つけ購入した場合よ
りも大きな満足感を得られるだろうと指摘してい
る。他方エレファントデザイン社側にとっての価
値としては，有益な消費者情報が創造されるプロ
セスを自らの手で運営していることを上げてい
る。またこの事例においては，企業側であるエレ
ファント・デザン社から発せられるメッセージの
存在が，コミュニティ内での盛んなコミュニケー
ションを生み出す要因の一つであったとしてい
る。
　また西川（2004）は株式会社良品計画のネッ
ト・コミュニティにおける製品開発プロジェクト
に参加していた消費者は，そうでない消費者と比
べてそこで開発された製品に対する態度形成や購
買行動に正の影響を与えていることを示した。ま
た「コミュニケーション効果」として，消費者参
加型新製品開発プロセスにおけるコミュニケー
ションが，伝統的新製品開発プロセスにおけるそ
れと比較して消費者に重要な影響を与え，開発さ
れた製品に対する主観的属性を高めることを明ら
かにしている。
　これらの研究からは，消費者が製品開発プロセ
スに参加すること自体に価値を感じていることが
示唆されている。さらに，開発プロセスに参加す
ることで感じられた価値は，開発された製品に対
する好意的な態度形成や購買行動という形で表れ
ることが明らかとなっている。

３－４　経験価値マーケティング

　上述したような，消費者が「経験することの価
値」について言及しているのが，Schmitt（1999）
の経験価値マーケティングである。彼は機能や利
便性よりも高次な価値（Pine & Gilmore　1999）
としての「経験」をどのようにして消費者に提供
すればよいのかについて提起し，経験価値を誘発
させるために企業が提供することができる刺激と
して「経験価値プロバイダー」と呼ばれる次の７
つのカテゴリーを上げている。
　　（1）コミュニケーション
　　（2）アイデンティティ

の動機に関する研究が行われている。その情報提
供の動機としては，「イノベーションから得られ
るであろう期待経済利益を多く持つ者ほど，イノ
ベーションの源泉となる確率が高い」という「期
待経済利益仮説」が上げられている。
　また濱岡（2002）は，「創造しコミュニケー
ションする消費者」として「アクティブ・コン
シューマー」という概念を提示し，その動機や特
性についての実証研究を行っている。その中で動
機についての調査結果では「創造すること自体が
楽しい」「創造物についてコミュニケーションす
ることが楽しい」といった非経済的な動機が存在
することを明らかにしている。
　さらに濱岡・田中（2007b）は「消費者やユー
ザーによる創造／開発についての研究」として，
スポーツ用品のユーザーコミュニティ，オープン
ソース開発コミュニティ等を対象とした消費者や
ユーザーの情報提供動機に関する一連の先行研究
の概要をレビューしている他，「インターネット
ユーザーのうち，消費者参加型商品開発サイトに
投稿したことがある者」を対象に，消費者参加型
商品開発コミュニティでの情報提供動機について
の調査を行っている。その結果によると，「創造
する楽しさ」とアイデア投稿数との間に正の相関
関係が見られた一方で「コミュニケーションする
楽しさ」はアイデア投稿数と負の相関関係にあ
り，よってアイデアを多く投稿する者はコミュニ
ケーションの楽しさではなく，考えることを楽し
んでいるとしている。また「必要性（自分でも欲
しいから）」とアイデア投稿頻度との間に正の相
関関係が認められた他，「賞品／賞金／ポイント
などがもらえるから」という経済的動機との間に
正の有意な関係が認められている。
　これらの研究からは，まず第一に製品について
のアイデアを持ち，その情報を周囲に提供したい
消費者が存在すること，第二にその動機として，
経済的動機だけでなく，非経済的な動機が存在す
ることが示されている。

３－３　消費者起動型製品開発コミュニティ研究

　清水（2002）によるエレファントデザイン社
「空想生活」サイトの事例研究では，同サイト上
で行われた電話機開発の経緯を追うと共に，開発
に参加者した消費者にとっての価値は何であった
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　消費者起動型製品開発コミュニティ研究につい
ての先行研究では，消費者が製品開発プロセスに
参加すること自体に価値を感じていることが示唆
されている。しかし，研究の焦点が主に開発され
る製品の側に当たっていることから，消費者側の
経験がどのように形成されるかについての詳細な
検討はされていない。

４－２　研究の枠組みと課題

　消費者参加型製品開発ネット・コミュニティ上
には企業と消費者が存在し，製品開発を巡るやり
とりを通じて，企業－消費者間の相互作用関係が
成立している（図４－１）。
研究目的（1）　製品開発ネット・コミュニティに
おいて消費者側が企業に対し自身の情報を無償提
供する理由の解明
　研究目的（1）は，企業－消費者間相互作用関
係を理解する入り口として，消費者が企業に対し
情報を提供する，その理由を明らかにしようとす
るものである。
　先行研究から，消費者が自身のアイデアや情報
を周囲に提供する動機として非経済的な動機が存
在することが明らかとなっている。しかしネッ
ト・コミュニティへの企業の介入は，その参加者
から嫌がられるという主張や事例が見られる。ま
た実際にアイデアを製品化する力を持つのは企業
の側であり，企業が参加して初めて，消費者側に

「自分のアイデアが実際に製品になるかもしれな
い」という期待が高まる，という側面も考えられ
る。
　以上から，研究目的（1）における研究課題は
以下となる。
・消費者参加型製品開発ネット・コミュニティ上

において，消費者が自身の情報を提供する際，
その情報提供の相手が企業となる場合に，「非
経済的動機」が情報提供の動機となっているの
か。

・「非経済的動機」が情報提供の動機となってい
る場合，その中でもどのような動機が強く働い
ているのか。

研究目的（2）　製品開発ネット・コミュニティに
おいて，消費者側が企業に対し自身の情報を提供
する頻度及び理由と，製品購入意向との関係を明

　　（3）製品
　　（4）コ・ブランディング
　　（5）環境
　　（6）ウェブサイト
　　（7）人間
　経験価値マーケティングは，顧客が製品やサー
ビスを購入または利用する前後の体験を，顧客の
価値として広く捉えるものであるといえる（橋本
2010）。本研究が注目する「ネット・コミュニ
ティを通じて製品開発プロセスに参加するという
経験」は，後に直接購入へ繋がるものではない
が，コミュニケーション，ウェブサイト上の経験
等，Schmitt が経験価値プロバイダーとして上げ
る項目との共通点が見られることからこれを経験
価値として位置づけ，応用することとする。

４．研究の枠組み
４－１　先行研究の限界

　前章では，ネット・コミュニティの基本的構造
及び特徴に関する先行研究，企業とコラボレー
ションを行う消費者に関する先行研究，消費者起
動型製品開発コミュニティに関する先行研究のレ
ビューを行った。ここでは，それぞれについて先
行研究の限界を述べる。
　まず，ネット・コミュニティの基本的構造及び
特徴に関する先行研究についてである。
　先述した先行研究では，ネット・コミュニティ
の基本的構造及び特徴と，企業が介入することの
難しさが明らかとなっている。
　次に，企業とコラボレーションを行う消費者に
関する先行研究についてである。これらの先行研
究からは，第一に製品についてのアイデアを持
ち，その情報を周囲に提供したい消費者が存在す
ること，第二にその動機として，経済的動機だけ
でなく，非経済的な動機が存在することが示され
ている。しかしユーザー・イノベーション研究に
おいてその情報提供の動機とされる「期待経済利
益仮説」では，本研究が注目する「企業に対し見
返りなく情報提供を行う消費者」の行動を説明で
きない。また濱岡（2002）の「アクティブ・コン
シューマー」の概念では，アイデアを持つ消費者
の情報提供先について，対消費者／対企業の明確
な区別はなく，「なぜ『企業に』対して」という
点を明らかにすることができない。
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以下となる。
　消費者参加型製品開発ネット・コミュニティ上
において，
・より積極的に企業に対し情報提供する人ほど，

製品購入意向が高いのか
・どのような動機で情報提供している人が，製品

購入意向が高いのか
・製品が発売されなかったことを不満と感じてい

るのか，または感じていないのか

５．調査の概要
５－１　調査の実施概要

　本研究では，伊藤忠食品株式会社が運営する消
費者参加製品開発ネット・コミュニティ「みんな
のプロジェクト」を調査対象とした。その理由は
以下の通りである。まず，「製品開発プロジェク
ト」として，企業－消費者間が相互に継続したや
りとりを行っていること。そして，プロジェクト
を通じて実際に開発，販売された製品がすでに存
在していること，の２点である。その詳細につい
ては次項で説明する。
　本調査は「みんなのプロジェクト」消費者会員
を対象として，インターネット上のアンケート
フォームを使用して行われた。回答者募集の手順

らかにする
　企業－消費者間相互作用を通じて，消費者は自
身の情報提供と企業からの回答，プロジェクトの
進行を経験する（図４－１）。時間経過の中でこ
れらが繰り返され，互いに影響し合う中で，消費
者側の経験が蓄積されて行く。一方で，製品それ
自体の開発も進み，製品化，発売の段階を迎え
る。製品開発プロセスを消費者が“経験”するこ
との価値については，消費者が開発プロセスを

「経験」すること自体が，他に代替の効かない価
値となる（清水2002）とされ，開発される「製
品」を入手する手段が存在することを前提とした
上で，それに向けての開発に携わるという経験が

「価値」となり，製品に対しての思い入れや好意
的な態度形成，購入意向の高まりにつながる，と
されている。では，より積極的に製品開発活動に
関わった人ほど，購入意向は高いのだろうか。
　また，このようなネット・コミュニティを利用
した消費者参加型の製品開発では，製品が実際に
発売されないことも多い。製品開発活動に関わる
という経験だけを得たが，「製品」が発売されず，
入手する手段がなかった場合，その消費者はどう
行動しているのだろうか。
　以上から，研究目的（2）における研究課題は

図４－１　消費者参加型製品開発ネット・コミュニティ上の企業－消費者間相互作用

出所：筆者作成
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方，一般消費者である消費者会員はプロジェクト
の概要を読み，これに参加したいと思えば「参加
登録」ボタンをクリックし，プロジェクト参加メ
ンバーとなる（図５－１）。プロジェクト主催企
業と参加メンバー間のやりとりの方法として，以
下の３つが用意されている（図５－２）。
　まず１つ目が「アンケート」である。プロジェ
クト主催企業が Web ページ上にアンケート
フォームを用意し，参加メンバーがこれに回答す
る。回答内容はプロジェクト主催企業に直接届け
られ，他メンバーの目には触れない。２つ目は
Web ページ上に設けられた「掲示板」であり，
プロジェクト主催企業が設定したテーマに沿っ
て，参加メンバーが書き込みを行う。例えば「酒
粕を使ったあなたのレシピを教えてください」と
いった内容である。書き込み内容は他のメンバー
も閲覧可能であり，返信も可能である他，「拍手
ボタン」をクリックすることで同意や共感を示す
ことができる。また企業側の担当者が，参加メン
バーの書き込みに対し返信を返すこともあり，こ
の場では企業－参加メンバー間，参加メンバー－
参加メンバー間のコミュニケーションと，発言は
行わない ROM 参加者メンバーによる閲覧が行わ
れていると考えられる。３つ目がインターネット
上ではなく，実際に地理的な場所をセッティング
して行われる試食会や座談会といったリアルイベ
ントであり，この場では企業－参加メンバー間，
参加メンバー－参加メンバー間の対面コミュニ
ケーションが行われている。

は以下に述べる通りである。
　まず１．「みんなのプロジェクト」WEB サイト
上に「広大プロジェクト」としてプロジェクトメ
ンバーを募集するバナー画像を掲出し，「みんな
のプロジェクト」消費者会員のうち，これに関心
を持った人がプロジェクトメンバーとして登録を
行った。登録者数は336人であった。２．アン
ケート実施時には，１．を経てプロジェクトメン
バー登録を行った人に対し E メールでアンケー
ト実施を告知するメールを送信した。３．2011年
11月２日～16日まで計14日間のアンケート実施期
間中，プロジェクトメンバーは「みんなのプロ
ジェクト」Web サイト内に設けられたアンケート
ページへアクセスし，回答を行った。回答者数は
164人であった。

５－２　調査対象「みんなのプロジェクト」の概要

　「みんなのプロジェクト」は，伊藤忠食品株式
会社が運営する消費者参加製品開発ネット・コ
ミュニティである。企業と消費者とのやりとりは
主にインターネット上の Web サイトを通じて行
われるが，「試食会」や「座談会」と称される，
リアルな対面コミュニケーションの場も設定され
ている。
　「みんなのプロジェクト」内において製品開発
プロジェクトは以下のような手順で行われる。ま
ず，新商品を開発したい企業が「プロジェクト主
催企業」としてコミュニティ上に Web ページを
持ち，プロジェクトの概要説明を公開する。一

図５－１　「みんなのプロジェクト」概要図

出所：筆者作成
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象者が参加し「自身が最も活発に活動を行ったと
思うプロジェクト」について回答を求めた。
　また，消費者が企業に対し自身の情報を提供す
る頻度を明らかとするため，プロジェクト主催企
業が実施するアンケートにどの程度の頻度で回答
していたかを測定項目とした。その理由を以下に
述べる。
　まず，本調査対象とした消費者参加製品開発
ネット・コミュニティ「みんなのプロジェクト」
内で行われている開発プロジェクトでは，消費者
側メンバーの参加方法として以下の３方法が用意
されている。
①プロジェクト主催企業からのアンケートに回

答：インターネット上のアンケートフォームに
入力する形で回答。回答結果はプロジェクト主
催企業のみに届く。「誰がどの程度，どのよう
にアンケートに回答したか」は，他のメンバー
には見えない。

②掲示板に書き込む：プロジェクト主催企業側が
テーマを設定，開設した掲示板に，書き込みを
する。これは誰がどのような事を書き込んだの
か，他のメンバーから見える。

③ネット上ではなく，実際にリアルの場で開催さ
れる座談会や試食会

　このうち①のアンケート回答ではその回答内容
が直接企業側に届く。つまりこれに回答する調査
対象者は，自身の情報提供先が企業であると自覚
していると想定でき，研究目的（1）中の「なぜ

　アンケート，掲示板及びリアルイベントにどの
程度参加するかは，プロジェクト参加メンバーの
自由であり，参加することに対する金銭的な謝礼
は支払われていない。またプレゼントが当たる等
の特典が付く機会も少ないが，アンケートへの回
答や掲示板に書き込みを行うことで「拍手ポイン
ト」が付与され，多ポイント保持者にはプレゼン
ト特典への応募やイベントに参加する権利が与え
られる等，参加を促す仕組みとして用意されてい
る。
　製品化に向けてのプロジェクトの進行状況は
Web ページ上に公開されて行くが，「みんなのプ
ロジェクト」の特徴として，それぞれの開発プロ
ジェクトの進め方やどの程度アンケートや座談会
を実施するか，どの程度 Web ページを通じてプ
ロジェクト参加メンバーに対し情報提供を行うか
は，プロジェクト主催企業に任されており，統一
されていない。またプロジェクト参加メンバーに
対し，開発された製品の購入意向の表明や購入予
約は課されない。

５－３　測定項目

５－３－１�　消費者が企業に対し自身の情報を提

供する頻度

　以下の測定項目はいずれも，調査対象者に対し
製品開発プロジェクトでの活動状況について問う
ものである。調査対象者の多くは複数のプロジェ
クトに参加してきているため，これまでに調査対

図５－２　「みんなのプロジェクト」内の製品開発プロジェクト概要図

出所：筆者作成
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用いられている５点尺度法（非常にそうである，
どちらかと言えばそうである，どちらともいえな
い，どちらかと言えばそうではない，まったくそ
うではない）を採用した。

５－３－３�　製品発売経験の有無および製品購入

意向

　まず，自身が関わったプロジェクトにおいて開
発された製品が発売されたかどうかを問い，製品
発売経験者／未経験者の両者に対し，それぞれ表
５－２に示すように項目を設定した。
　測定尺度については，先行研究にて比較的よく
用いられている５点尺度法（非常にそうである，
どちらかと言えばそうである，どちらともいえな
い，どちらかと言えばそうではない，まったくそ
うではない）を採用した。ただし，購入意向を問
う測定項目については「非常にそうである」～

「まったくそうではない」までの上記５点尺度に
「実際に購入した」を加えた６区分，「開発製品発
売の有無」については「はい，いいえ，分からな
い」の３区分，「開発製品周囲への推奨」につい
ては「はい，いいえ」の２区分で回答を求めた。
　収集したデータの分析には，SPSS（IBM SPSS 
Statistics 19）を用いた。

“企業に対して”情報提供するのか」を調べるに
適していると考えられる。
　また測定尺度は，以下の６区分に設定した。
　　・全てに回答
　　・５回実施中４回程度
　　・５回実施中３回程度
　　・５回実施中２回程度
　　・５回実施中１回程度
　　・全く回答していない
　尚，先行研究にてネット・コミュニティ上の発
言頻度を表す尺度としては「掲示板等への書き込
み回数／時間単位」が用いられることが多い。し
かし，今回測定項目としたアンケート回答では，
企業側がアンケートを実施しない限り消費者側は
回答できない。従ってある一定時間単位内での回
答数を用いることが適当ではないため，アンケー
トが実施された回数のうち，何回程度回答したか
を尺度として設定した。

５－３－２�　企業からのアンケートに回答する動

機

　企業からのアンケートに回答する動機として，
先行研究にて用いられている測定項目を参考に，
表５－１のように設定した。
　測定尺度については，先行研究にて比較的よく

表５－１　企業からのアンケートに回答する動機　測定項目一覧

測定項目 測定項目の詳細
経済的（プレゼント） プレゼントがもらえるから
経済的（ポイント） 拍手ポイントがもらえるから
必要性 プロジェクトで開発された商品が欲しいから
楽しさ（創造・個人） 自身でアイデアや意見を考えるのが楽しいから
楽しさ（創造・企業との協力） プロジェクト主催企業と協力して商品を開発するのが楽しいから
楽しさ（コミュニケーション・発信） プロジェクト主催企業へ自身のアイデアや意見を伝えるのが楽しいから
楽しさ（コミュニケーション・受信） プロジェクト主催企業からの情報を受けるのが楽しいから
愛着（対コミュニティ全体） 「みんなのプロジェクト」のメンバーとして活動することが好きだから
愛着（対プロジェクト） 自身が参加しているプロジェクトのメンバーとして，活動することが好きだから
自己効力感（意見への反応） 自分の意見への反応を知りたいから
自己効力感（意見が役立つ） 自分の意見が役に立てば嬉しいから
名声・自己強化（メンバー） 自分自身や自分の意見を他のプロジェクトメンバーに認められたいから
名声・自己強化（企業） 自分自身や自分の意見を企業に認められたいから
信頼（コミュニティ主催企業） みんなのプロジェクト事務局を信頼しているから
信頼（プロジェクト主催企業） プロジェクト主催企業を信頼しているから

出所：筆者作成
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６－１－３　アンケートへの回答頻度

　これまでに調査対象者が参加し，自身が最も活
発に活動を行ったと思うプロジェクトについて回
答を求めた。結果は，「全てに回答」が39.6％で
最も多く，続いて「５回実施中４回程度」及び

「５回実施中３回程度」がともに23.8％で続いて
いる。

６－１－４　製品発売経験の有無

　調査対象者のうち，プロジェクトで開発された

６　分析の結果
６－１�　調査対象者の特性及び製品開発プロジェ

クト内における活動状況

６－１－１　性別・年齢・職業

　まず，性別については調査回答者のうち，
97.0％が女性であり男性は3.0％である。また，回
答者の年齢構成は，40歳代が最も多く，42.7％を
占 め て い る。 次 い で30歳 代（29.3 ％），50歳 代

（15.2％）の順である。職業別構成については，
専業主婦が45.7％を占め，最も多くなっている。
以下，パート・アルバイト（17.1％），事務系会
社員（15.9％）が続いている。

６－１－２　コミュニティ参加期間

　調査対象者に「みんなのプロジェクト」への登
録時期を回答してもらい，調査月であった2011年
11月までの期間をコミュニティ参加期間として算
出した。それによると，「６ヶ月以上１年未満」
が最も多く18.9％，次いで「１年以上１年６ヶ月
未満」の15.9％であった。

表５－２　測定項目一覧

測定項目 測定項目の詳細
開発製品発売の有無 プロジェクトにて開発された商品が実際に発売されたか
■製品発売経験者を対象として
開発製品購入意向 製品発売後，その製品を購入したいと思ったか
発売有プロジェクト主催企業の製品購入意向 製品発売後，プロジェクト主催企業の他の製品を購入したいと思ったか
開発製品周囲への推奨 製品発売後，その製品を周囲の人に勧めたか
■製品発売経験者を対象として
製品未発売への不満 自身が関わったプロジェクトにおいて開発された製品が発売されていないこ

とに対し，不満を感じているか
製品発売不明への不満 自身が関わったプロジェクトにおいて開発された製品が発売されているかど

うか不明であることに対し，不満を感じているか
発売無プロジェクト主催企業の製品購入意向 プロジェクトでの活動を通じて，プロジェクト主催企業の他の製品を購入し

たいと思ったか
出所：筆者作成

図６－１　コミュニティ参加期間

出所：アンケート調査により筆者作成

図６－３�　プロジェクトで開発された製品の発売経
験の有無

出所：アンケート調査により筆者作成

図６－２　アンケートへの回答頻度

出所：アンケート調査により筆者作成
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－５及び図６－７に示すような回答結果が得られ
た。
　まず，製品発売経験の有無について「いいえ」
と回答，つまり自身が関わったプロジェクトにて
製品が発売されていない人からの回答では，「非
常に不満である」との回答は0.0％，「どちらかと
言えば不満である」との回答は8.7％であり，不
満を表明した人は10％以下にとどまっている。一
方，「全く不満ではない」（17.4％），「どちらかと
言えば不満ではない」（21.7％）と，全体の４割
弱の人は，製品が発売されていないことに対し，
不満ではないと回答している。

　続いて，自身が関わったプロジェクトにて製品
が発売されたかどうかが不明な人に，そのことを
不満に思うかどうかを回答してもらった結果で
は，「非常に不満である」（2.1％）「どちらかと言
えば不満である」（32.3％）と，不満を表明する
人が全体の３割強に上った。

６－２�　情報提供頻度とその動機の関係に
ついて

　まず，表６－１に上げた「自身の情報を企業に
提供する動機」に関する測定項目について相関分
析を実施した。その結果，以下のように非常に強
い相関を示す項目の存在が確認されたことから，
測定項目の調整を行った。
　まず愛着に関する２項目（「『みんなのプロジェ
クト』のメンバーとして活動することが好きだか
ら」及び「自身が参加しているプロジェクトのメ
ンバーとして，活動することが好きだから」）に
つ い て は そ れ ら の 間 に 強 い 相 関 が 認 め ら れ 

（r＝.86， p<.01），内容的にも「愛着」因子として

製品が発売されたと回答した者の割合は27.4％で
あった。一方，発売されていない，発売されてい
るかどうか分からないと回答した者の割合はそれ
ぞれ14.0％，58.5％であった（図６－３）。調査対
象者の７割強は，自身が最も活発に活動を行った
と思うプロジェクトにおいて，開発された製品の
発売を経験していないことになる。

６－１－５�　製品購入の有無（製品発売経験者に

対して）

　調査対象者のうち，発売された製品を実際に購
入した人は26.7％，購入していない人は73.3％で
あった（図６－４）。

６－１－６�　製品未発売／不明への不満（製品発

売未経験者に対して）

　自身が関わったプロジェクトにおいて開発され
た製品が発売されないことは，どのように感じら
れているのだろうか。調査対象者のうち製品発売
経験の有無についての質問に「いいえ」または

「分からない」と回答した人それぞれに対し，そ
れを不満に思うかどうかを質問したところ，図６

出所：アンケート調査により筆者作成

出所：アンケート調査により筆者作成

出所：アンケート調査により筆者作成

図６－４�　プロジェクトで開発・発売された製品を
実際に購入したか

図６－５　製品未発売への不満

図６－６　製品発売不明への不満
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　アンケート回答頻度と各動機との間の相関に着
目すると，愛着（r＝.59，p<.01）及び信頼（r＝.54， 
p<.01）について，１％水準で有意な比較的強い
正の相関関係が認められた。この愛着，信頼の２
項目間については，強い正の相関関係が認められ
ている（r＝.77，p<.01）。
　さらに，アンケート回答頻度と楽しさ（能動
的）との間に１％水準で有意な弱い正の相関 

（r＝.22 p<.01）が，またアンケート回答頻度と楽
しさ（能動的）と経済的 B（「拍手ポイントが欲
しいから」）との間には５％水準で有意な弱い正
の相関（r＝.158，p<.05）が確認された。
　また，必要性とアンケート回答動機との間に有
意な相関関係は見られなかった。必要性と他の動
機との相関を見ると，経済的 A（プレゼントが
もらえるから）との間に１％水準で有意な比較的
強い正の相関関係が認められている（r＝.51，
p<.01）。

　続いて，各動機とアンケート回答頻度との間の
因果関係を検証するため，各動機の測定項目を独

解釈できるため，二つの平均点を愛着得点とし
て，以降の分析に用いた。
　同様に，楽しさに関する３項目（「自身でアイ
デアや意見を考えるのが楽しいから」，「プロジェ
クト主催企業と協力して商品を開発するのが楽し
いから」及び「プロジェクト主催企業へ自身のア
イデアや意見を伝えるのが楽しいから」）につい
ても，表５－３に示すようにそれらの間に強い相
関が認められ，内容的にも「能動的・楽しさ」因
子として解釈できるため，三つの平均点を能動的
楽しさ得点として用いた。
　さらに，信頼に関する２項目（「みんなのプロ
ジェクト事務局を信頼しているから」及び「プロ
ジェクト主催企業を信頼しているから」）につい
ても，両者の間に強い相関が認められ（r ＝ .78， 
p<.01），内容的にも「信頼」因子として解釈でき
るため，二つの平均点を信頼得点として用いた。
　以上の調整を行った後，再度「自身の情報を企
業に提供する動機」に関する測定項目及び「アン
ケートへの回答頻度」について相関分析を実施し
た。その結果を表６－２に示す。

表６－１　各測定項目間の相関関係（強い相関を示したものを抜粋）

測定項目名 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７
１楽しさ（創造・個人） .80** .75** .48** .51** .32** .37**
２楽しさ（創造・企業との協力） .78** .52** .54** .38** .41**
３楽しさ（コミュニケーション・発信） .52** .61** .37** .41**
４愛着（対コミュニティ全体） .86** .55** .49**
５愛着（対プロジェクト） .51** .46**
６信頼（コミュニティ主催企業） .78**
７信頼（プロジェクト主催企業）

* p<.05　**p<.01　　標本数（156）件
出所：アンケート調査により筆者作成

表６－２　各測定項目間の相関関係（測定項目調整後）

測定項目名 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12
１経済的（プレゼント） .32** .52** -.04 .14 .01 .10 .04 .12 .14 .03 .09
２経済的（ポイント） .39** .14 .22** .34** .32** .00 .40** .34** .30** .16*
３必要性 .30** .24** .23** .20* .21** .29** .27** .21** .077
４楽しさ（能動的） .48** .60** .50** .61** .35** .40** .43** .22**
５楽しさ（コミュニケーション・受信） .60** .46** .43** .35** .43** .43** .10
６愛着 .54** .50** .48** .38** .77** .59**
７自己効力感（意見への反応） .49** .63** .56** .58** .16
８自己効力感（意見が役立つ） .35** .44** .46** .08
９名声・自己強化（メンバー） .70** .53** .06
10名声・自己強化（企業） .55** .06
11信頼 .54**
12アンケート回答頻度

* p<.05　**p<.01　　標本数（156）件
出所：アンケート調査により筆者作成
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クトメンバーに認められたいから）との間に５％
水準で有意な弱い正の相関関係が認められた。一
方，プロジェクト主催企業の商品購入意向は，

「自己効力感（意見への反応）」（自分の意見への
反応を知りたいから），「自己効力感（意見が役立
つ）」（自分の意見が役に立てば嬉しいから）との
間に５％水準で有意な弱い正の相関関係が，「名
声・自己強化（メンバー）」（自分自身や自分の意
見を他のプロジェクトメンバーに認められたいか
ら）との間に１％水準で有意な比較的強い正の相
関関係が認められた。
　「必要性」は，アンケート回答頻度に続き，こ
こでもプロジェクト開発製品購入意向及びプロ
ジェクト主催企業の製品購入意向，双方との間に
有意な相関関係は認められなかった。またアン
ケート回答頻度については，プロジェクト開発製
品購入意向及びプロジェクト主催企業の製品購入
意向，双方との間に有意な相関関係は認められな
かった。

　次に，製品発売未経験者について，情報提供の
頻度及び動機に関する測定項目，プロジェクト開
発製品購入意向についての相関分析結果を表６－
５に示す。
　最後に製品発売未経験者について，アンケート
回答動機を独立変数，プロジェクト主催企業の製
品購入意向を従属変数とした重回帰分析を行っ
た。結果を，表６－６に示す。

立変数，アンケート回答頻度を従属変数とした重
回帰分析を行なった。その結果を表６－３に示
す。

　重回帰分析の結果，他の動機による影響に関わ
らず，コミュニティやプロジェクトへの愛着が強
い ほ ど ア ン ケ ー ト に 積 極 的 に 参 加 し て い た 

（F（11，144）＝2.18，p<.05，β＝.33，p<.01）。 ま た
能動的に関わることへの楽しさが強いほど，積極
的に参加する傾向も見られた（β＝.19，p<.10）。

６－３�　情報提供頻度及びその動機と，購入意向

の関係について

　製品発売経験者／未経験者それぞれについて，
どのような動機で自身の情報を提供している人
が，製品（プロジェクトにて開発された製品また
はプロジェクト主催企業の他の製品）購入意向が
高いのか，分析を行った。
　まず製品発売経験者について，情報提供の頻度
及び動機に関する測定項目，プロジェクト開発製
品購入意向についての相関分析結果を表６－４に
示す。尚，重回帰分析については信頼できる結果
を得るに十分なサンプル数を集められなかったた
め，分析を行っていない。
　まず，プロジェクト開発製品購入意向について
は，「楽しさ（能動的）」，「自己効力感（意見への
反応）」（自分の意見への反応を知りたいから），

「自己効力感（意見が役立つ）」（自分の意見が役
に立てば嬉しいから）及び「名声・自己強化（メ
ンバー）」（自分自身や自分の意見を他のプロジェ

表６－３�　アンケート回答頻度を従属変数とした重
回帰分析結果

標準化係数β 有意確率
経済的（プレゼント） .14 .14
経済的（ポイント） .05 .61
必要性 -.07 .52
楽しさ（能動的） .19 .0
楽しさ（コミュニケーション・受信） -.15 .16
愛着 .33 .01
自己効力感（意見への反応） .05 .65
自己効力感（意見が役立つ） -.15 .18
名声・自己強化（メンバー） -.17 .18
名声・自己強化（企業） .01 .95
信頼 .09 .41

調整済み　R２　乗：.077　F 値：2.18　有意確率：.019
出所：アンケート調査により筆者作成

表６－４�　各測定項目間の相関関係（製品発売経験
者　情報提供頻度・動機－購入意向）

測定項目名 13 14
１ 経済的（プレゼント） -.11 .17
２ 経済的（ポイント） -.01 .04
３ 必要性 -.02 .02
４ 楽しさ（能動的） .31* .26
５ 楽しさ（コミュニケーション・受信） -.03 .17
６ 愛着 .24 .24
７ 自己効力感（意見への反応） .36* .37*
８ 自己効力感（意見が役立つ） .37* .31*
９ 名声・自己強化（メンバー） .34* .45**
10 名声・自己強化（企業） .18 .23
11 信頼 .18 .23
12 アンケート回答頻度 .04 .20
13 プロジェクト開発商品購入意向 .61**
14  商品発売後プロジェクト主催企業

の商品購入意向
* p<.05　**p<.01　標本数（45）件
出所：アンケート調査により筆者作成
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はなく「非経済的動機」が情報提供の理由となっ
ており，中でもプロジェクトに能動的に関わるこ
とへの楽しさが強いほど，またコミュニティやプ
ロジェクトへの愛着が強いほど，自身の情報をよ
り積極的に企業に提供していることが明らかと
なった。さらに，愛着及び能動的に関わることへ
の楽しさそれぞれと，コミュニティやプロジェク
トへ信頼が強く関係していることも明らかとなっ
た。
　「プロジェクトに能動的に関わることへの楽し
さ」は，消費者側だけの思いや行動で得られるも
のではなく，共に協力して製品開発プロジェクト
を進める企業の存在が必要であり，企業側が消費
者側とどのように関わるか，どのようにプロジェ
クトを進めるかも重要となってくる。コミュニ
ティやプロジェクトへの愛着や信頼についても同
様であり，それらの形成にはある程度の時間も必
要であると考えられる。
　従って今回の分析結果は，消費者参加型製品開
発ネット・コミュニティにおいて消費者側が企業
に対し自身の情報を無償提供する理由を明らかに
したと共に，その理由は消費者自身の中にプロ
ジェクト参加当初から固定されてあるのではな
く，彼らが製品開発プロジェクトに関わり，時間
をかけて企業との相互のやりとりを継続して行う
中で経験した事柄が影響を与えていることを示唆
している。

７－２�　研究目的（2）製品開発ネット・コミュ

ニティにおいて，消費者側が企業に対し自

身の情報を提供する頻度及び理由と，製品

購入意向との関係を明らかにする

　分析の結果，まず製品発売経験者については，
アンケート回答頻度とプロジェクト開発製品購入
意向，プロジェクト主催企業の製品購入意向とも
に有意な相関関係が認められなかった。つまり，
より積極的にプロジェクトに参加していること
と，プロジェクトで開発された製品，またはプロ
ジェクト主催企業の他の製品を購入したいかどう
かとは直接関係していないという結果となった。
またアンケート回答動機と購入意向との相関分析
の結果では，「自分の意見への反応を知りたいか
ら」「自分の意見が役に立てば嬉しいから」「自分
自身や自分の意見を他のプロジェクトメンバーに

　分析の結果，他の動機による影響に関わらず，
企 業 か ら の 情 報 を 受 け る 楽 し さ が 強 い ほ ど 

（F（11，99）＝7.20，p<.01，β＝.22，p<.05）， ま た，
コミュニティやプロジェクトへの信頼が強いほど

（β＝.32，p<.01），プロジェクト主催企業の他の
製品を購入しようという意向が高かった。さら
に，自分の意見が役に立つ嬉しさが強いほど，プ
ロジェクト企業の他の製品を購入しようという意
向が高い傾向も見られた（β＝.19，p<.10）。

７．分析結果のまとめ
７－１�　研究目的（1）製品開発ネット・コミュ

ニティにおいて，消費者側が企業に対し自

身の情報を無償提供する理由の解明

　本研究が対象とした消費者参加型製品開発ネッ
ト・コミュニティ上においては，消費者が企業に
対し自身の情報を提供する際，「経済的動機」で

表６－５�　各測定項目間の相関関係（製品発売未経
験者　情報提供頻度・動機－購入意向）

測定項目名 13
１ 経済的（プレゼント） .13
２ 経済的（ポイント） .31**
３ 必要性 .31**
４ 楽しさ（能動的） .44**
５ 楽しさ（コミュニケーション・受信） .50**
６ 愛着 .31**
７ 自己効力感（意見への反応） .33**
８ 自己効力感（意見が役立つ） .46**
９ 名声・自己強化（メンバー） .35**
10 名声・自己強化（企業） .33**
11 信頼 .30
12 アンケート回答頻度 .19
13 プロジェクト主催企業の商品購入意向

* p<.05　**p<.01　標本数（111）件
出所：アンケート調査により筆者作成

表６－６�　プロジェクト主催企業の製品購入意向を
従属変数とした
重回帰分析結果（製品発売未経験者）

標準化係数β 有意確率
経済的（プレゼント） .06 .56
経済的（ポイント） .10 .30
必要性 .03 .78
楽しさ（能動的） .10 .37
楽しさ（コミュニケーション・受信） .22 .04
愛着 .10 .40
自己効力感（意見への反応） -.15 .17
自己効力感（意見が役立つ） .19 .09
名声・自己強化（メンバー） .11 .37
名声・自己強化（企業） -.17 .17
信頼 .32 .00

調整済み R２　乗：.383　F 値：7.20　有意確率：.000
出所：アンケート調査により筆者作成
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上の現象においても一般化しあてはまるかどうか
定かではなく，さらに調査と検討が必要である。
　第二に，今回は消費者側への１回のアンケート
調査しか行っておらず，不明な部分が多く残され
たことである。消費者が企業に自身の情報を提供
する理由が，企業と相互のやりとりを継続して行
う中での経験から影響を受けるとして，これらの
経験はどのように作られて行くのか。製品開発を
より積極的に経験することが単純に製品の購入意
向へはつながっていないとして，では実際にはど
のようにつながっているのか，今後さらに分析，
検討が必要であると考える。
　最後に，本研究では「製品開発活動に関わると
いう消費者側の経験」として経験価値という概念
を応用し，開発された製品に対する購買行動とし
て現れることを示そうと試みた。しかしその価値
の中身とは何であるのかについては，今後検討が
必要である。
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